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取手市議会は、１２／１４日まで開会中。命と健康を守る

医療制度である国民健康保険会計は、毎年基金をため込み、

暮らし・営業が深刻化する「コロナ禍」で、基金は 44 億円

に拡大。一方、取手駅西口開発は行き詰まり、事業費は膨ら

み続けています。日本共産党は、国保税引き下げ、取手駅西

口前整備の早期収束、自然災害と「コロナ」６波への備えな

ど質問・提案を行いました。 

今、国保基金ため込みの異常は、超党派議員の共通認識と

なり、山野井隆議員も還元を要求。行き詰る西口開発につい

て、細谷典男議員も市の姿勢を厳しく質しました。 

１年半ぶりに１時間に戻った一般質問での日本共産党議員の

質問を紹介します。 

国による１８歳以下の子ど

もへの１０万円給付（現金・

クーポン各５万円）のうち、

先行給付の予算６億６千９百

万円（事務費込み）を１１月

３０日市議会で議決。今回の

給付対象は、主に中学生迄の

児童扶養手当受給者に申請な

しで一人５万円給付するも

の。１６～１８歳までは来年

１月以降となります。 

地域の自治会が、集

会所で高齢者の集まりなどの

際にコロナ感染を防ぐため使

用している仕切り版(パーテ

ーション)を持ち込み紹介。公

民館や福祉会館などへの設置

を求めました。市長は「活動

を支援するという形の中で環

境整備としてできることを丁

寧にやっていきたい」と答弁。 

休耕田を活用したマコモダ

ケの栽培研究について画像で

紹介、担当課は「水はけのよ

くない水田など転作作物など

の質問の際には紹介したい」。 

市長は「水質浄化などもあ

り環境保全の観点からも研究

しても良いと思う」と答えま

した。 

福祉有償運送いわゆ

る「移送サービス」について、

藤代地域での利用しにくい状

況の改善、事業拡大に向けた

取り組みを市に求めました。

①ボランティアを増やすため

に保険料を助成する②藤代庁

舎の社協支所で藤代エリアを

受け付ける③社会福祉法人等

に公募する…を提案。「目的地

に行った後に買い物したい、

という場合も考えていきた

い、と社協が言っているので、

藤代地区に関しては社協支所

に詰めていって、課題を検討

していきたいと思う」と部長

答弁。さらに地域公共交通問

題を質し、今回は藤代地域の

課題実現に向けて取り上げま

した。  

地権者同意もないま

まビル移転・解体を見切り発

車した A 街区。暫定広場整備

は遅れ、交通広場第１期工事

の入札・仮契約はしたものの

工事着工に見通しが立ちませ

ん。予定した１２月議会での

議決を先送りする異例の事態

です。市長の重点課題とする

西口駅前区画整理は大詰めを

迎える中、未だ地権者の同意

は得られず、事業は遅れ事業

費は膨張するばかりです。市

長の責任と地権者への誠実な

対応を求めましたが、市長は、

相変わらず沈黙、説明責任を

放棄、事務当局は「これから

も協議を進める」と繰り返す

ばかりでした。 

国保事業の継続的黒

字財政と４４億円に上る基金

積立について、加入者への還

元策が適宜、図られなかった

ことは「市長の政策判断の至

らなさ」と指摘。反省と謝罪

を求めましが、市長は一度も

答弁に立ちませんでした。２

０１８年度からの都道府県単

位化においても市に痛手はな

かったことが明らかとなり、

来年度からの税の計算２方式

の際には「加入者の負担とな

らないように基金を使って保

険税を引き下げる」との答弁

がありました。そもそもとり

過ぎていた国保税、期間的で

なく抜本的な税率引き下げ、

１８歳以下の均等割全額免除

を求めると「2 方式変更の推

移を見ながら」との答弁でし

た。  
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今年 7 月、約 1 万人の水道料金値上げ反対署名運動が広がる

中、県南水道企業団（企業長藤井信吾取手市長）は、来年４月から

の２３％値上げを決定。一方で企業長は、受注業者から寄付を受

け、倫理基準違反の疑いで市民からの調査請求。住民に低廉で安

全・安心の水道供給を行う県南水道企業長が、お金で行政を歪める

ことは許されません。しっかりとした真相解明が求められます。 

 

ＧＤＰ比１％の枠が考慮さ

れてきた軍事費を経済対策に

含み補正予算に計上。２１年

度当初予算と合わせ、計６兆

円超えの予算になります。 

防衛力強化を急ぎ、哨戒機

や輸送機、魚雷、迎撃ミサイル

強化や装備品のほか沖縄・南

西諸島の基地増強が盛り込ま

れています。 
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藤井信吾取手市長が企業長を務める県南水道企業団 

（龍ケ崎市内） 

健康保険証としての利用登

録、キャッシュレス決済サー

ビスとのひも付けなど、マイ

ナンバーカード取得者に最大

２万円のポイント付与など、

デジタル技術推進予算１兆８

１３４億円を計上。デジタル

インフラ整備や個人データの

管理・運用サービスのデータ

センター、次世代高速通信網

等巨額の公共投資が次々と計

画されています。 

子ども１人１０万円、住民税非

課税世帯に１０万円、生活に困っ

ている大学・専門学校の学生に１

０万円給付金。コロナでしわ寄せ

の大きい非正規雇用労働者の多

くが給付金を受け取れません。 

介護・障害福祉職員、保育士、

幼稚園教諭の賃上げ月９０００

円、コロナ患者受け入れ病院看護

師月４０００円賃上げに、「小遣

い程度」と批判が噴出していま

す。 

「コロナ禍」で減収した事業者

向け事業復活支援金２兆８０３

２億円、時短要請協力金６兆４７

６９億円は、支援対象期間短縮、

給付額半減。経済安全保障名目で

先端半導体の国内生産拠点確保、

半導体不足解消の誘致合戦が行

われています。世界最大手台湾企

業の半導体工場建設に支援の他、

アメリカ半導体大手等への支援

が検討されています。 

岸田内閣は、補正予算としては過去最大の歳出総額３５

兆９８９５億円を、６日に始まった臨時国会で年内成立を

目指しています。歳入の６割の２２兆５８０億円は国債

で、１０００兆円を超える国債発行残高の見通しです。コ

ロナ感染拡大防止、経済活動再開、「新しい資本主義」の起

動など補正予算の大半を占めます。 

　 新型コロナ感染拡大防止

新型コロナ緊急包括支援交付金（病床確保など） 2兆    314億円

新型コロナワクチン接種体制 1兆2954億円

治療薬の確保 6019億円

事業者向け給付金（事業復活支援金） 2兆8032億円

時短要請などへの協力金（地方創生臨時交付金） 6兆4769億円

住民税非課税世帯に対する給付金 1兆4323億円

学生支援緊急給付金 675億円

雇用調整助成金の特例措置 6547億円

　 社会経済活動の再開と次の危機への備え

「新たなＧo To トラベル事業」 2685億円

予約不要の無料検査拡大（地方創生臨時交付金） 3200億円

ワクチン・治療薬の研究開発・生産体制の整備 7355億円

　 「新しい資本主義」の起動

大学ファンド 6111億円

地方のデジタルインフラ整備 571億円

マイナポイント第2弾 1兆8134億円

デジタル田園都市国家構想関連地方創生交付金 660億円

先端半導体の国内生産拠点の確保 6170億円

子育て世帯に対する給付金 1兆9473億円

看護、介護、保育職などの賃金引き上げ 1665億円

　 軍事・防災

自衛隊の国際情勢への即応的な対応など 7738億円

防災・減災、国土強靭化 1兆2539億円

災害復旧 4870億円


